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イスラエルがカタールに攻撃
2025年9月9日の午後、カタールの首都ドーハで一連の爆発が起こり、レグタイフィーヤ・カタ
ラ地区の上空に黒い煙の柱が立ち上りました。目撃者、写真、ロイターの現地報道により、9月
9日のドーハでの複数の爆発が確認され、レグタイフィーヤのガソリンスタンド近くで煙の柱が
立ち上り、カタールのエミールガードによって警備されている住宅地に隣接していました。緊
急車両はすぐに現場に派遣されました。イスラエルがコメントを拒否した過去の多くの作戦と
は異なり、IDFとシンベトは数時間以内に声明を発表し、ドーハのハマス指導部に対する共同の
「精密攻撃」を主張しました。イスラエルの当局者は、この攻撃を2023年10月の戦争に続くハ
マスに対する広範なキャンペーンの一部として位置づけました。

国際法の違反
2025年9月9日のドーハへの攻撃は、単なる軍事行為ではなく、国際法秩序への直接的な攻撃で
あり、国家や人々が平和を交渉することを可能にする脆弱な構造に対する攻撃でした。この章
では、国連憲章および慣習国際法に基づく攻撃の法的側面を検討し、将来の調停努力、停戦交
渉、外交的スペースを提供するホスト国の安全性に対する象徴的および実際的な結果を考えま
す。

国連憲章の第2条4項は、いかなる国家の領土保全または政治的独立に対する武力の使用を禁止
しています。カタールの同意なしに行われたイスラエルのドーハでの攻撃は、この禁止に明確
に該当します。カタールは国連の主権国家であり、その領土が有効な例外なく合法的に攻撃さ
れることはあり得ません。

唯一認められている例外は、第51条に基づく自衛であり、国家が「武力攻撃」に直面したとき
に発動されます。イスラエルはガザやレバノンのハマスに対して自衛を主張していますが、カ
タールの保護下でドーハに居住するハマスメンバーにその論理を適用することは、せいぜい薄
弱です。

カタールはイスラエルに対する攻撃を行っていませんでした。
ドーハのハマス交渉者は外交的交渉に従事しており、積極的な戦闘には参加していません
でした。
国境を越えた対テロ攻撃を正当化するために時折引用される「不本意または無能」の原則
は、非常に議論の余地があり、外交に積極的に関与する協力国家に対して適用された場
合、合法とは認められていません。

要するに、カタールでのイスラエルの行動は自衛として説得力のある弁護ができません。これ
は憲章に違反する武力の使用であり、総会決議3314に基づく侵略行為に相当します。



ローマ法からウィーン条約に至るまで、使節の不可侵は外交の基本原則でした。交渉者—敵対
者でさえ—は安全な通行と保護が保証されています。国際司法裁判所は、この原則を繰り返し
強調しており、特にテヘラン人質事件で、使節の不可侵を国際秩序の基盤と形容しました。

ハマスは国家として認められていませんが、その交渉者はカタールによって正式に招待され、
停戦交渉を行っていました。彼らをホストすることで、カタールは安全な行動の保証を拡大
し、国際社会は彼らを機能的な平和使節として扱いました—ドーハのタリバン交渉者やハバナ
のFARC使節と同様です。したがって、彼らを標的にすることは、カタールの主権を侵害しただ
けでなく、交渉の不可侵の保護のベールを打ち砕きました。

この攻撃はカタール自体に対する重大な侮辱です：

その首都への攻撃は、民間人を危険に晒しました。
同意なしに行われ、領土保全の権利を損ないました。
中立的な仲介者としての役割を直接妨害し、平和への貢献として国際慣行に定められた役
割を果たしました。

国際法の下、カタールはこの攻撃を武力攻撃と特徴づける権利があり、第51条の自衛を呼び出
し、国連安全保障理事会および国際司法裁判所で救済を求めることができます。

外交への冷却効果
この攻撃の象徴的なメッセージは壊滅的です：平和交渉を主催する国は戦場に変わる可能性が
あります。 交渉者がホテルの部屋や外交的住居で標的にされる可能性がある場合：

ホスト国は調停のために領土を提供することを躊躇するでしょう。
交渉者は暗殺を恐れて移動を拒否するかもしれません。
外交的仲介者（国連、カタール、エジプト、ノルウェーなど）は、安全の保証者としての
信頼性を失う可能性があります。

ドーハの攻撃は、戦場と民間首都の境界を曖昧にしました。住宅地、ガソリンスタンド、周辺
の民間地域が外国の軍事作戦によって危険に晒されました。これは国際人道法の柱である区別
の原則を損ない、他のホスト国に対して、単に平和構築に従事するだけで民間インフラが付随
的損害になる可能性があると警告します。

仲介者は信頼と中立性で繁栄します。ドーハで攻撃することで、イスラエルはカタール—イス
ラエルとハマスの間の長年の仲介者—を暗黙に危険な場所と烙印を押しました。その効果は、
カタールの調停を非合法化し、第三国が同様のサービスを提供することを思いとどまらせるこ
とです。冷却効果は即時的です：紛争当事者は、平和交渉の開催が今やあなたの首都を標的に
すると計算するかもしれません。

この違反はカタールを超えます。それは世界に次のような信号を送ります：

平和交渉は正当な標的です。
外交的保護は犠牲にできます。



中立国は安全を保証できません。

このような前例は、国連憲章第33条で義務付けられた紛争の平和的解決を損ない、すでに脆弱
な国際紛争解決のインフラを弱体化させます。

イスラエル、無法なテロ国家として
正当な理由なく国連加盟国の首都を攻撃することで、イスラエルは国際秩序の最も基本的なル
ールを侵害する意思があることを示しました。この行動は孤立したものではなく、域外暗殺、
標的殺害、ホスト国の主権の無視という広範なパターンに従っています。

無法国家は、単にイデオロギーによって定義されるだけでなく、国際規範への持続的な反抗に
よって定義されます：

法的正当性なしに武力を使用。
安全保障理事会の決議の無視。
法的限界を超えた拡張主義的または域外作戦。 すべての点で、ドーハでのイスラエルの攻
撃はこの記述に適合します。

住宅地で平和交渉者を標的にすることは、テロの特徴を帯びています：

政治的目的のための暴力の使用。
民間人の危険。
ハマスだけでなく、カタールや国際社会全体への威嚇のメッセージ。 この意味で、イス
ラエルは責任ある国家としてではなく、国家権力を振るうテロ組織として行動しました。

カタールの対応
国家の主要な義務は、市民の安全と領土の保全を確保することです。イスラエルの攻撃は両方
を危険に晒しました。

カタール外務省は、この事件を「卑劣な犯罪的攻撃」と非難し、攻撃がハマス交渉者を収容す
る住宅ビルを標的にしたことを強調しました。ドーハはこれを国際法の重大な違反およびカタ
ールの主権の侵害と非難しました。政府は「最高レベル」で即時調査を発表しました。

アメリカの同盟国としてのカタールの独自の影響力

カタールはアル・ウデイド空軍基地をホストしており、これは中東最大のアメリカの施設であ
り、主要な非NATO同盟国に指定されています。ワシントンは地域での力の投影、物流、調停の
ためにカタールに依存しています。

アメリカは歴史的にその拒否権を使用して、イスラエルを批判する安全保障理事会の決議を阻
止してきました。この外交的盾は、イスラエルが相対的な免責で行動することを可能にしまし
た。しかし、カタールは今、アメリカによるイスラエルの継続的な保護がカタールの主権と安
全を損なうと主張する信頼性を持っています。



アメリカ大使館の追放：アメリカがイスラエルの保護を続ける場合、急進的だが合法的な
外交措置。
アメリカ基地の再考：基地がカタールを保護できないと見なされた場合、またはイスラエ
ルの作戦を暗黙に可能にしていると見なされた場合、ホスト国協定の一時停止または終
了。
第51条の自衛：カタールは攻撃を武力攻撃と見なし、軍事的措置、サイバー作戦、また
は相互の外交的/経済的行動を通じて比例的に対応する法的権利を持っています。

結論
ドーハへのイスラエルの攻撃は、国家テロと無法な行為であり、国連憲章と主権の最も基本的
な原則を侵害しました。アメリカの同盟国であり、重要なアメリカ軍のホストとして独自に位
置づけられているカタールは、今、重大な決断に直面しています：安全保障理事会でのアメリ
カによるイスラエルの継続的な保護を受け入れるか、変化を要求して主権を主張するか。ワシ
ントンが拒否した場合、カタールは市民に対する法的権利と道徳的義務の両方を持ち、アメリ
カの外交および軍事資産の追放から第51条の自衛の呼び出しまで、劇的な措置を取る必要があ
ります。この選択は、カタールの外交政策だけでなく、国際法自体の信頼性を定義します。


